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第1節本研究の立場
都市問題ないし都市生活の諸問題に対する心理学的ア
プローチは，国の内外を問わずょうやく近年になって関
心がもたれてきたばかりである。都立大心理学研究室は
数年来都立大学の都市研究のプロジ＂＇ ！ トに参加してき
たが，どのような問題をいかにとらえ，どのような方法
によってアプローチするかについて試行錯誤を重ねてき
た。都市問題研究については，社会学，都市工学などの
諸科学がすで
出されている。
今回は，それらのなかから都市住民間の紛争問題を取
り上げ，その解決に資する知見をうるための心理学的ア
プローチを試みた。
他面において，従来の都市研究で使用されてきた研究
法一一既存資料（陳情書，請願書，住民票など〉の利
用，住民の面接調査に加えて，シミュレーションによる
実験室的研究をも実施し，既存資料や面接調査のデータ
分析にも実験社会心理学的手法をも加味し，有効な心理
学的アプローチの模索をも研究目的のーっとした。
第2節 N人ゲーム事態での協調行動
光化学スモッグなどにみられる現代社会の一面は「個
人が多数の他者と相互依存関係にある」ことであり，個
人の行動が自己にも他者にも影響を及ぼす一方で，自己
の満足と幸福もまた多数の他者に依存せさ．るをえない状
態といえる。
Keliey & Grzelak (1972) はこうした不特定多数の
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人々の間接的相互依存状態の特徴として，つぎの諸点を
あげている；（1）個人は本来「責任のある，手IJ他的，協力
的行動」と「無責任で，利己的，競争的行動」のいずれ
かを選択する可能性をもっている。（2）競争的行動は短期
的にみるかぎり個人にとってより多くの利益をもたらす
が，このような行動をとる者が多くなる程当事者全員の
利益は少なくなる。（3）一方協力的行動をとる者が多くな
る程，当事者全員の利益は高くなるo
彼等はこうした状況をシミュレートした実験場面を設
定するために， 「囚人のジレンマ・ゲーム」を拡張した
4種類の Pay-offscheduleを用い， 1。ー15人からなる
グループを対象とした実験ゲームを行ない，協力反応の
選択数を従属変数として協力反応を増加させる条件を考
察した。実験結果は協力反応数が個人利益の増大につれ
て減少し，共通利益の増大に対しては微増することを示
したが， Kelleyらは「ゲーム事態の相互依存性に対す
る理解を高めることが協力反応を増加させる一一換言す
れば，共通利益を目ざした行動が増加する一一」と結論
している。
本研究では，この結論の検討に焦点をおいて Kelley
らの実験の追試と若干の展開を行なってみることにし
た。
ω 第1：実験（Socialminimal situation) 
実験手続はlグループ6人の被験者がやってくると集
団反応装置に接続した反応器の扱い方を説明してから，
各条件の選択反応である数字の選択をダイヤノレ操作をか
ねて習熟させた。実験に入る前に与えた教示は次のよう
な内容である；「これから簡単なゲームを行ないます。
2つの数字のどちらかを選んで点数をとるゲームです。
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『私がし、し、ですか』と言いましたら，どちらかの数字に
きめて『ハイ』の合図でその数字にダイヤノレをあわせて
下さL、」
被験者は毎試行どちらかの数字を選択し，例えば0と
2の場合の得点は「0を選んだ人が17点， 2を選んだ人
が12点」といった形で伝えられた。
この実験事態は被験者に与える情報を最少限にとどめ
る点から，各数字を選んだ人数には言及しておらず，被
験者はゲームの状況を理解しえないままに実験を終了し
てしまうことも予想された。
被験者は大学生55人（男51人，女4人）で， 6人クツレ
ープが8つ， 7人グループが1つ構成された。
(B) 第2実験（Understandingsituation) 
ゲームに入る前に Pay-offschedule をプリントし
た用紙を配布してその説明を行なった。被験者は Pay-
off schedule を見ながらゲームをすることができ，相
互の置かれた立場を理解しえたはずである。
第1実験とは異なり，教示のなかで「……このゲーム
の点数は自分の出す数字と他の人の出す数字の両方によ
ってきまります。片方の数字が常に高い点数となります
が，皆んながこの数字ばかりを出すと全員の点数が低く
なってしまいます」と強調した。
得点、は「0を選んだ人が4人で各々の得点は17点， 2
を選んだ人が2人で各々の得点は12点」との形で伝え
た。この選択人数に言及した理由は被験者が Pay-off
scheduleとの対応をつけやすくするためで、あった。
被験者は大学生48人（男37人，女11人）で， 6人グル
ープが8つ構成された。
(C) 第3実験（Conflictsituation) 
被験者の毎試行の判断状況は実験者によってコントロ
ールされていたが，被験者自身はグループの得点、は自分
の判断にかかっているように信じこまされていた。実験
の進め方は前試行の選択が現試行の得点を規定する形を
とりながらも，本人の選択次第でグループ全体の得点が
変わってしまうようになっていた。教示の与え方は「…
…まず皆さんにどちらかの数字を出していただきます。
例えばOを出した人が4人， 2を出した人が2人としま
す。次にこれに対して自分はどんな反応をすればいいか
を考えて下さい。再度私が合図をしますからそこでまた
Oか2を選んで下さし、」として，得点は「OからOが17
点、， 2から2が12点， 0から2が18点， 2から Oが 13
点」とし、ぅ形で伝えられた。
被験者に与える情報（前試行の選択）は協力反応1人
と競争反応5人の場合から，協力反応5人と競争反応1
人までの5つの組合せが10試行に2回づつあらわれ，計
6固となるように操作された。
更に，被験者の動機づけを高める目的でH1-L C条
件（Highindividual interest-Low common interest〕
では550点以上の人に（点数上では600点まで可能〕，
L 1-H C条件（Lowindividual interest-High 
common interest）では460点以上の人に（570点まで
可能） 500円の賞金を出すことにした。
被験者が大学生48人（男39人，女9人）が参加し， 6
人グループが8つ構成された。
以上の第1, 2, 3実験で用いた Pay-offschedule 
は表1に示してある。被験者はH1-L C条件， LI-
H C条件ともに各30試行を行ない，実験中のコミュニケ
ーションを禁じられた状態で，毎試行自分の選択した反
応とその点数を記入し累計点、の計算をした。各実験の終
わりには質問表が配布され，被験者の実験事態の理解度
をチェックした。
表1 実験に用いた Pay-offschedule 
選反択応
協力反応を示した人数
実験条件
ol1l213141516 
HI-LC l競争山71州却｜／
協力 1/ i 11¥ 12 I 13 114 1叫16
LI-HC 
競争 I9 [ 11い31151171叫／
協力 I/ I 9 i 11 [ 13 [ 15 [ 11 [ 19 
（実験結果〉
30試行終了時の得点は表2に示されているが，各実験
を通じてH1-L C条件の得点はL1-H C条件と比較
して有意に高かった。このことはH1-L C条件とLI 
-H C条件の実験設定が成功したことを意味しているO
表2 30試行終了時の得点平均 （〉内は分散
IH I一LC[LI一HCI t検定
ム一L一じi抗；！語：立；戸示J
一；一一一－ム 1；~~~広｜品：）卜＝ 16.
⑥ I "nnηq I ηハ唱ハ｜
第3実験N=48 I c642: s5) I c138: Bl) t = 13・92帥
⑧ 1グループは13試行で打ち切り。
⑮ 500円の賞金をえたのは13人で内訳はHI-LC 
条件12人， L1-H C条件でl人。
特対応のある t検定 p<. 01 
30試行における協力反応数の平均を示したのが表3で
ある。 HI-LC, L 1-H C条件関に有意差がみられ
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たのは第2, 3実験であった。
表3 30試行にしめる協力反応数の平均
（〕内は分散
jH 1-LcjL 1 Hcj t検定
I 12. 43 I 13. 41 I n. s 第1実験N= 55 (23: 08) (29. 16) 
I 5 14 I 9. 20 I t=4. 03** 第2実験N=48 (33: 83) (70. 03) 
I 6 29 I 9.59 I t=3.41** 第3実験N=48 (25:85) (3747) 
材対応のある t検定 p<.01 
ところで協力反応数は，実験操作以外に同一実験内で
も試行数の増加につれてゲーム事態の理解に対応した増
加を示すとも考えられるため， 30試行内の前半10試行と
後半10試行で比較を行なった（表4）。しかし協力反応
数の増加はみられず，逆に第2. 3実験のHI-L C条
件では競争反応数が増加した。
第3実験では各試行の判断状況を操作したが， HI-
LC, L I-H C条件関にみられた協力反応数の差異は
Pay-off schedule によると思われた（表5）。
表4 前半，後半10試行の協力反応数の平均
（ 〕内は分散
I HI-LC I LI-HC 
防半10試行｜後半10試行l前半10試行｜後半10試行｜
第1突験丙~＼3. 悌（7.5
第坤l…＼i.33(5. 93＋…＋回（10.59
1第3実験＼2.…＋・77(4. 37)¥3.山…（7.10〕
材対応のある t検定Pく.01 * p <. 05 
表5 各判断状況における協力反応数平均と分散
t検定
l協力反応1人，
競争反応5人 1. 29(2. 00) ¥ 2.…〕 t =3. 64場ネ
1協力反応2人，
1…） ¥ 2.…〕 t =2.46本競争反応4人
！協力反応3人，
競争反応3人 。…） 12. 02(2.同 t =3. 94ホ＊
0朗（1.21) [ i.75(2.凶協力反応4人． t =1. 92 競争反応2人
暴力反応5人，
争反応1人 1. 19(1. 61）同α t =1. 78 
＊＊対応、のある t検定 p<.01 * Pく.05
ここで本実験の設定状況である間接的な相互依存関係
の理解度をみるために，実験後の質問紙の回答から「他
の人の行動に影響を与えたと思いますか」 「自分の得点
が他の人の行動によって影響をうけたと思いますか」に
ついての7段階評定の結果を取り上げた。
表6から明らかなように，第1実験の被験者は相互依
存関係を意識化できないままに実験を終了したと思われ
る。
表6 相互影響の度合について 平均と分散
｜質問項目 3 ｜質問項目 5
第 1実験 N =55 I 2. 82(3. 67) I 2.卯（4.53) 
第2実験 N＝必 I 4.56(3.附 I 5.17(3. 31) 
第3実験 N =48 I 4.75(2. 28) I 4.問 91)
各項目とも 7段階評定であり，肯定を7とした。
（実験結果の要約）
一連の実験からは次の知見がえられた。
(1）一般に個人利益が高く共通利益が低いときには協力
反応は減少し，逆の場合には協力反応は相対的な増加を
示し， Kelleyらの結果と一致した。これに対し，
(2) Pay-off scheduleをみながらゲームを行なった第
2実験ではHI L C条件の競争反応を増大させたが，
この傾向は30試行内の後半10試行でより顕著にあらわれ
た。
これらの結果は，少なくともわれわれの用いた課題状
況に関するかぎり，協力反応の増減を規定する要因はゲ
ーム事態の相互依存性に対する理解よりも，むしろ個人
利益の高低であるように思われた。
ところで現実の社会生活では，同じ問題に対する利害
の認識が人びとの立場によって全く相反しており，一方
が多数に共通する利益とみるものが，他方からは個人な
いし少数者の利己的利益にすぎないとみられる場合が少
なくなし、。 「個人的利益と共通利益の葛藤・紛争」の背
後には，しばしば相対的な個人的利害の対立が潜んでい
るといえよう。つぎに，この点を実際の地域住民間の紛
争の事例について検討してみることにする。
第3節対立住民への訪問面接調査
取りあげた事例は公立小学校への幼稚園併設を巡る地
域住民間の対立であり，その聞の経緯は大略次の通りで
ある。
昭和46年A区は区立幼稚園建設の方針をきめ，区長の
諮問機関である幼稚園審議会に答申を求めた（当時の公
立幼稚園は2〕。
審議会は人口 1万人につき 1園との板拠で10園設置を
答申した。区側は財政難を理由にしてその内の6閣は校
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地面積8,000m2以上の区立小学校に併設することをきめ
た。
併設の方針が明らかにされると地元民に賛否両論が沸
騰し，区議会には12件もの請願・陳情が殺到した。予算
措置は昭和47年度にとられたが，現在までに4校の併設
幼稚園が開園したものの本事例を含めた2校について
は， 4年越しのPT Aを中心とした反対運動のために建
設のメドもつかない状態である。
訪問面接調査を実施した地域は， D小学校の校区内で
も学校に近く，反対運動の活発な所である。予め併設促
進と反対の請願書，陳情書に添付された署ー名簿から促進
派，反対派，中間派（両方に署名）を確認した。
母集団の構成は促進派168人，反対派112人，中間派
41人であった。実際の訪問件数は各々 104,87, 41であ
るが，最終回答数は促進派50，反対派50，中間派21とな
っTこ。
回答者は一応主婦としたが，促進派6，反対決8，中
間派9の男性が含まれた。同地域の在住年数のメディア
ンは各派共に20～30年であったが，回答者の年令のメデ
ィアンは促進~50～60才，反対派40～50才，中間派30～
40才であり，ある程度年令構成に差異が認められた。
世帯主の職業構成は促進派に自営業者，反対派に勤め
人の割合が高かった。
面接内容に入ると「この町にこれからも長く住みつづ
けるつもりですか」及び「この町は住みやすいと思いま
すか」との質問には，各派とも肯定的な回答を示した。
「この町のなかで何か困った問題や不満な点、がありま
すか」との質問には，各派の半数近くが「なし」と答え
たが，反対派では幼稚園，保育園に関した事を挙げる人
が相対的に多かった。
「この地域の問題にかぎって，何か特別な運動をなさ
ったことがありますか」との質問には，多様な回答がえ
られたが（表7），反対派の専らの関心は幼稚園問題で
あった。
住民運動への関わり方をみるために，各カテゴリー別
に参加の有無を尋ねたのが表8で、ある。やはり請願書，
陳情書への署名が大半であった。
表7 住民運動のテーマ 回答数を示す。
促進派｜中間派｜反対派
幼稚園関係 11 (64. 7%〕11 (47. 8%) 30 (73. 2%) 
ゴミ問題関係 1 (5. 9%) 4 (17.4%〕 4 (9. 8%) 
日照権関係 1 (5. 9%) 。 1 (2. 4%) 
環境整備関係 1 (5. 9%) 2 (8. 7%) 3 (7. 3,'iめ
その他 3 (17. 6%〕 6 (26.1%〕 3 (7. 3%〕
iロ>. 計l17(100.叫 23(100.附［ 41(100.附
近所の人達と話し
合い
請願書，陳情書へ
の署名
区議会や区役所へ
の陳情交渉
坐り込みなどの実
力行使
｜慨 l~~ri I間
己？ケ~1－＝~J竺竺
[2…［ 15(71%) 138(76%) 
I 2 (4%) I 3(14%) I 7(14%) 
I o I 1叫 6(12%)
「お宅に請願書や陳情書が回ってきたときにはどうな
さいますか」との質問には，反対派と中間派の90%以上
が「内容によって態度を決定する」と答えたのに対し，
促進派では58%にとどまり「そのつど協力する」 「多数
に従う」との回答が増加した。いわゆる促進派のなかに
は，問題に対する関心のうすい者や acquiescence型の
者が，他に比して多く含まれているといえるかもしれな
い。一方，中間派の回答は建前と現実との食違いを示唆
していると思われる。
更に，請願書や陳情書への対応の仕方について尋ねた
所，各派共に「自分の一存で決める」及び「主人又は家
族と相談してから」との回答が大半であった（表9）。
表9 請願書・陳情書への態度決定の仕方
1促進派 1中間派｜反対派
引吋 16（弘久
主て人と相談しI 01. 4%)1 2 (7. 7,'iめlI 11 C19. 0%〕
家て族と相談しI14 (30. 4%)1 9 (34. 6%)l 1s czs. 9%) 
近談所しのて人と相｜｜ 7 (15.2幼｜ 3 (11. 5鈎iI s cs. 6鈎
ての人と相談し 0 I 2 (7. 7,%)1 1 (1. 7%) 
？の什 0 相して I 1叫 1 (1. 7%〕
相同業談者しのて人とI1 c2. 2%)¥ o 
tロ>. 内（100.叫26(100.川副…
「子供の早期教育の必要性」については，各派共に40
%前後が関心を示したにとどまったが，その対策として
の「区立幼稚園の必要性」は90%近くの者が認めていた。
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面接の核心である「用地難から公立小学校の敷地を削
って，幼稚園を建設する動きに対してどう考えますか」
との質問には，各派の聞に異なる反応がみられた（表10）。
「賛成」と「反対，わからなし、，その他」の2分類で検
定した所，有意、差がみられた（X2=14.93, Pく.001,
df= 2）。これは反対派が促進派（X2=13.75, Pく.001
df = 1）及び中間派 （X2=7.01, Pく.01df= 1）と有
意に異なる態度を表明したためである。
表10 幼符薗併設に対する態度 数字は回答者人数
l促進派 1中間派｜反対派
賛 成＼ zs (56.叫 11(52.叫 10(20.附
反 対 I6 c12.開＼ 9 (42.叫 28(56.附
わ無答からなムい’ ¥ 14 （拡0%)1 0 ¥ 10 (20.附
その他＼ 2 (4.附＼ 1 (4.附＼ 2 (4.附
l口'" 計｜則00.叫 21(100.例附00.附
訪問面接調査から幼稚園併設についての各派の意、見を
要約すると次の通りである。
促進派は「幼稚園ができることはよいこと」と考え，
反対派を「皆んなが賛成しているのに，身勝手で，後の
人達のことを考えない」と非難している。独立幼稚園は
望ましいことではあるが，財源と土地がなければ併設幼
稚園もやむをえないと考えている。
反対派は「幼稚園ができることはよいこと」としなが
らも，併設幼稚園の定員は80人であり 2年保育とすれば
毎年40人しか入国できなし、。その一方で，小学校入学児
童は毎年150人程度いて「公立幼稚園に入れる子供とそ
うでない子供ができて却って不公平になる」と主張して
いる。また，同じ校庭を使う関係で体力差による事故が
発生しやすい併設幼稚園よりも独立幼稚園の設置を望ん
でいる。
どちらも一応公共的利害関係を考慮した立場で考えて
いるがその意見は全く対眼的であり，その背後により身
近かな個人的利害関係が含まれていなし、かどうか，更に
立入って分析してみる必要があるといえる。
第4節現実の紛争についての実態調査
（予備調査I)
まず予備調査としてT小学校への幼稚園併設問題を取
りあげ，促進派と反対派の態度を規定する要因と恩われ
る「子供の年令」を検討した。
手続は昭和47年度区議会文教委員会に提出された請願
書，陳願書6件から，署名簿が添付されている2月9日
分（署名人数6,286人）， 2月28日分（署名人数2,541人〉
図1 T小学校の場合
メ認~－.-. -... 1” 。，習い．， ・.－.。 ． 
~ .)( ’養素
．・
0 幼稚園併設促進署名者（6,286人）
x 幼稚園併設反対署名者（2,541人〉
を用いた。次に，署名内容に対応した幼稚園併設促進派
と反対派を航空住宅地図にプロットし，確認できた者に
ついて住民票から子供の年令をチェックした。年令の分
類は昭和47年度に，（1）小学校在学中の子供がいる家庭。
即ち， 35年4月から41年3月までに出生した子供をもっ
家庭。（2）小学校就学前の子供がいる家庭。即ち， 41年4
月以降に出生した子供をもっ家庭。（3）小学校在学と就学
前の子供の両方をもっ家庭，とした。
予備調査の結果を報告する前に署名簿について述べて
おく。表11に示したように，促進派6,286人中918人，
反対派2,541人中610人を地図上に確認できたにとどま
り，署名人数はかなり低く見積る必要があるといえる。
子供の年令との関連については，促進派と反対派に有
意差がみられた（X2=19.67, P (005, df= 2）。こ
の点を更に分析すると，反対派は小学校在学児童をもっ
家庭が多く（Kolmogorov-Smirnov片側検定 x2=1s.
15, pく.01, df = 2 ），その主力は2. 3' 4年生の子
供をもっ家庭と思われる（表12,13）。
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表12 両派の子供の年令分布表1 両派の署名者の確認結果
促進派｜反対派
小学校，幼稚園の子供あり 196 
独身者，夫婦だけで子供なし 309 201 
住民票で見当らず 370 213 
iロ'- 計 610 
表13 延べ人数からみた年令構成
促進派｜ 反対派
小学校在学の子供をもっ家庭 67 ! 88 
就学前の子供をもっ家庭 120 59 
上記両方の子供をもっ家庭 52 49 
合 計 196 
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（予備調査E〕
幼稚園併設問題に関しては，署名を集める際の活動母
体は併設促進派が町内会，反対派が小学校PTAとなっ
ていた。ここでは両派の署名の集め方に着目して，地域
社会における諸集団の活動について検討する。
資料としては， F小学校への幼稚園併設を巡って昭和
47年度に区議会に提出された請願書8月4日分（署名人
数3,860〕， 1月16日分（署名人数5,619人〉を用いた。
両請願書の署名者（世帯主）に名簿の記載順序に通し
番号をふり，航空住宅地図にプロットした。プロットで
きた割合は前者が3,860人中717人，後者が5,619人中
880人であった。
次に，このプロット図を 100m x 100 m （縮尺1/120)
のメッシュで機械的に分害Jjし，メッシュ内の署名順序の
表14 促進派でのメッシュの大きさと連続性
連続性を計算した。メッシュの数は100m×100 mの場
合38個， 200mx200mの場合15個 (lOOmx lOOmを4個
でー っと計算〕，300mX300mの場合9個（lOOmx lOOm 
を9個） , 400m X400mの場合4個（lOOmx lOOmを16
個）となっk.o但し，メッシュで分割する範囲は校区内
とした。
予備調査の結果は表14,15に示してあるが，促進派と
反対派の間に署名JI原序の連続性に有意差はみられなかっ
た。この点は，署名簿が一定の順序で回覧されておら
ず，手分けして集められているために町内会， PTAと
いう集団の特殊性が前者に連続性がみられるとの形で現
われなかったと思われる。そこで，本調査では主要因と
して取り上げないことにした。
1oi1 ¥ 2 13.14Is1611 Is lg～｜計
1 418 
418 。；10:: I ::I :I ：~ I ~： I : I : I : 1 
300m×300m I 338 I 32 I 10 I 10 I 8 I 8 I 4 I 1 
表15 反対派でのメッシュの大きさと連続性
400 m x 400 m I 352 I 12 I 13 I 11 I 6 I 2 I 1 I 3 
I o I 1 I 2 I 3 I 4 I s I 6 I 7 I_ s 1 9～｜ 計
lOOm x lOOm 343 47 17 6 10 5 3 3 3 2 439 
200m X200m 362 31 12 7 4 9 3 2 3 6 439 
300m X300m 373 19 11 5 3 7 3 4 。14 439 
400m x400m 384 12 7 4 1 7 6 3 3 12 439 
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これまでの予備調査し Eに基き，署名者の態度決定
の主要因と思われる「我が子の年令」を取りあげること
にした。
調査対象は先に訪問面接調査を実施したD小学校であ
り， F小学校とともに4年越しの反対運動が続けられて
おり，未だ着工はなされていない。 D小学校は昭和49年
5月1日現在，児童数は924人，校地面積10,697. 817l, 
児童一人当りの校地面積は1.4477lである。
PTAの反対運動を概観すると，それまでの会の運営
は役員会に一任されたままであり余り活発ではなかった
といえる。幼稚園併設問題への取組が具体化するのは，
会員有志の要求で実施されたアンケート調査が併設賛成
114，反対473（回収率77%）の結果をえたときである。
47年9月に臨時総会が開かれ「独立幼稚園の設置を要求
し，併設には反対」を決議し，反対運動を進めるために
各学級2人以上の委員で構成する幼稚園対策委員会を設
置した。同時に署名運動を行ない併設反対の請願書（署
名人数4,628）を区議会に提出した。
この対策委員会の活動はPTA自体の改革へと発展
し， 48年1月の役員選挙では問委員会のメンバーを副会
長に据えるまでになった。
しかし4月に入ると， PT A内部の町内会の有力者な
どを含む促進派の巻き返しにあって90人近くいた対策委
員は10数人までに減少してしまった。こうして建設予算
を計上してまでも着工をめざす区側の動きに対して，対
策委員会が「併設に同意するが，建物の位置を校舎の北
側に変更させる」との譲歩案をもって臨んだ49年の臨時
総会では「工事に際して物理的抵抗は行なわなし、」との
動議が否決されたことにより，反対運動が息を吹き返す
ことになった。 12月の工事強行に際してはPTA会員に
よる 2週間のピケをはり，工事を中止させる力となっ
た。その後は休戦状態となっている。
本調査の手続としては，（1）昭和47年11月10日提出の請
願書， 11月16日提出の陳情書に添付された署名簿を用
い，署名世帯を航空住宅地図にプロットした。次にこの
プロット図を基にして，併設促進派，反対派，中間派
（両方に署名）について住民票から子供の年令をチェッ
クした。（2）調査時点で反対派が49年6月1日にも陳情書
表16 派別にみた子供の年令構成
図2 F小学校の場合
0 幼稚園併設促進署名者（5,619人）
× 幼稚園併設反対署名者（3,860人）
実線は小学校学区を示す
を提出していることが判ったので， 47年11月10日提出分
と比較して署名者の変動をみることにした。
（本調査の結果〉
各派に属する子供の年令は表16に示されている。
Kolmogorov-Smirnov両側検定からは促進派と反対派
(D =0. 54, Pく.01）及び促進派と中間派（D=O.36 
p <.01）に有意差がみられた。詳述すると，促進派で
の小学校在学児童の割合は22.8%，反対派73.8%，中間
派55.5%となり，明らかに差異を示していた。
窃＇］描 41幻 4138.41羽 41岨 4141.4142. 4143. 41什“4l l l l l l l l l l II 計
36. 3 37. 3 38. 3 39. 3 40. 3 41. 3 42. 3 43. 3 44. 3 45. 3 46. 3 
促 進 派 3 6 2 3 2 3 4 9 10 11 8 15 7 83 
中 間 派 3 5 5 2 3 2 3 1 4 3 。3 2 36 
反 女ナ 派 12 14 9 15 23 12 9 4 6 2 4 3 2 115 
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更に促進派と反対派について，翌年から小学校へ入学
する41年4月～42年3月の子供をもっ家庭と翌年も幼稚
園にいる42年4月～43年3月の子供をもっ家庭を比較し
た場合（各々13人〕，前者では反対，後者では賛成の態
度が有意にあらわれた（X2=3.84, P <.05, df= l) 
つまり，幼稚園併設に対する態度は子供の就学1年前
から変化するといえるO
次に反対派について昭和47年度提出分と49年度提出分
の署名簿を検討したのが表17, 18である。有意な変化が
みられたのは47年度就学前の子供をもっ家庭の場合であ
り（D=O. 32, P <.01), 49年度反対署名家庭では41年
表17 昭和47年度在学家庭の2年後の変動
I 35. 4 I 36. 4 I 37. 4 
｜～ i i I i 
¥ 36. 3 [ 37. 3 I 38. 3 
昭和47年度反対署名
7 9 
昭和49年度署名せず
昭和47年度署名せず
7 13 
昭和49年度反対署名
」一一」
表18 昭和47年度就学前家庭の2年後の変動
昭和47年度反対署名
昭和49年度署名せず
?
??
?
??、 ． ， ， ． 、
??
6 
昭和47年度署名せず
昭和49年度反対署名
3 
（本調査からえられた知見）
請願書，陳情書への署名という形での住民運動の参加
に際しては，個人利益との兼ね合いが微妙に関係してく
ることが確められた。
このことは，小学校入学1年前の子供をもっ家庭を境
にして幼稚園併設に賛成と反対にわかれるとの知見をも
たらしTこ。
第5節本研究の要約
公立小学校への幼稚園併設を巡る住民間の対立は既に
4年越しとなっている。行政当局の不手際が問題をこじ
らせた原因であるが，住民が相互に公共の利益を主張し
て争う場合には解決策を見出しにくいことの実例でもあ
る。
4月～45年3月生れの子供が58.3%をしめ，署名をしな
い家庭では46年4月以降出生の子供が63.7%をしめてい
た。こうして就学前の子供をもっ家庭の場合，我が子が
就学年令に近づくにつれて，反対運動への関わりを示す
ようになってくるといえよう。
これらの事実は，引続き幼稚園に在籍する年令か又は
近く小学校へ入学するかといった子供の年令の相違が，
敏感に賛成・反対に影響しどちらかの請願書・陳情書へ
の署名に踏み切らせる事例が少なくないことを示唆して
L、る。
?
?????
、 ｛ ?
?
???
? ??
?
?
?
??。 。 、 ， 、
?
???
8 36 6 5 1 
7 9 48 6 6 
ム［ムl
46.4 
47.3 
12 5 I 10 48 5 
8 . 3 9 33 I 66 
訪問面接調査からは反対派に問題意識の明確さが感じ
られた。本事例のように，行政が相対立する住民の一方
に加担している場合，反対運動の成行きはまさしく反対
派の熱意にかかってくる。その結果として反対派は一層
の努力を強いられ，意識面での変化を迫られるのであろ
う。
N人ゲームを用いた実験室的実験からは，競争反応
〈個人利益）の調整を通じて協力反応（共通利益）の増
加をもたらす「相互依存関係の理解」という共通意識の
醸成はみられなかった。
当面，実験ゲームの知見を現実の紛争に適用しようと
するならば，当事者の利他的行動を期待するよりもむし
ろ個人利益と共通利益とのズレを縮少させる方法を講ず
るべきであろう。
心理学的アプローチにおける有効な方法の模索につい
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図3 D小学校の場合
0 幼稚園併設促進署名者（4,162人〉
× 幼稚園併設反対署名者（4,628人〉
ては，利用しようとする既存資料について前もって十分
な検討を行なし、，その活用法を考える必要のあることが
反省される。実験室における実験的研究については，既
存資料や面接調査，更には現場観察などによる，より直
接的な知見と有機的に関連させて行なうならば，問題の
解明に役立ちうるように思われる。この点については今
後の課題として残された。
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